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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般社団法人日本機械工業連合会（JMF）か

ら，工業標準原案を具して日本工業規格を制定すべきとの申出があり，日本工業標準調査会の審議を経て，

厚生労働大臣及び経済産業大臣が制定した日本工業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。厚生労働大臣，経済産業大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の

特許出願及び実用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 

JIS B 9705 の規格群には，次に示す部編成がある。 

JIS B 9705-1 第 1 部：設計のための一般原則 

JIS B 9705-2 第 2 部：妥当性確認 
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日本工業規格          JIS 
 B 9705-2：2019 
 (ISO 13849-2：2012) 

機械類の安全性－制御システムの安全関連部－ 

第 2 部：妥当性確認 

Safety of machinery-Safety-related parts of control systems- 

Part 2: Validation 

 
序文 

この規格は，2012 年に第 2 版として発行された ISO 13849-2 を基に，技術的内容及び構成を変更するこ

となく作成した日本工業規格である。 

この規格は，制御システムの安全関連部に求められる安全機能，カテゴリ及びパフォーマンスレベルの

妥当性確認プロセスを指定する。 

制御システムの安全関連部の妥当性確認は，分析（箇条 5）及び試験（箇条 6）の組合せによって達成す

ることができ，また，試験が実施されるべき特定の環境を指定する。 

この規格の手順及び条件のほとんどは，JIS B 9705-1 の 4.5.4 に規定されている PL を見積もるための単

純化した手順を使用することを仮定している。 

この規格は，PL を見積もるための他の手順（例えば，マルコフモデル）を使用する状況に対する手引き

を提供するものではない。その場合に，その規定の幾つかは適用されず，追加要件が必要となる可能性が

ある。 

使用する技術（電気，液圧，空圧，機械など）にかかわらず，制御システムの安全関連部の設計のため

の一般原則（JIS B 9700 参照）に関する手引きは，JIS B 9705-1 に記載されている。 

これには，幾つかの典型的な安全機能の説明，要求パフォーマンスレベル及びカテゴリ並びにパフォー

マンスレベルを含む。 

この規格の範囲では，妥当性確認の要求事項の幾つかは，一般的なものであるが，その他のものは使用

する技術の種類に対しては固有のものである。 

この規格群は，次の部編成からなる。 

JIS B 9705-1 機械類の安全性－制御システムの安全関連部－第 1 部：設計のための一般原則 

JIS B 9705-2 機械類の安全性－制御システムの安全関連部－第 2 部：妥当性確認 

この規格の附属書 A～附属書 D は参考であり，次の表 1 に示す構成となっている。 

 


